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審査の結果の要旨 

 

氏 名  徐   婉 寧 

 

本論文は、伝統的な労働災害の考え方では十分に捕捉できないストレス性疾患（過労死・過労自殺等

で注目を集めている脳心疾患やストレスによる精神障害・自殺等）に対する労災補償制度・民事損害賠

償のあり方という労働災害(以下、｢労災｣という)の現代的課題に焦点を当て、それぞれ異なる制度や運

用形態を持つアメリカ（ニューヨーク州、カリフォルニア州）、台湾そして日本の状況を比較法的に検

討し、労働災害救済制度のあり方について新たな視点を提示しようとするものである。 

ストレス性疾患には、事故性災害や職業病という伝統的労災の場合とは異なり、業務内・外のいずれ

の事由からも起因しうるという特質があることを踏まえて、筆者は、①労災の定義とストレス性疾患の

特色、②行政解釈の位置づけとその機能、③単一救済主義（労災に対する救済を原則として労災補償制

度に限定する立場）と併存主義（労災補償制度による救済と使用者からの民事損害賠償［労災民訴］に

よる救済の併存を認める立場）という制度枠組みの違いと救済のあり方、そして④労災補償制度と労災

民訴との相互作用の検討という分析軸を立て、米国（ニューヨーク州、カリフォルニア州）、台湾、日

本における業務に起因するストレス性疾患の法的補償を検討する。そして、一方で被災した労働者の保

護の必要を、他方で、労災補償制度が持続可能な制度として合理的に存続・運営されるための条件を考

察し、これまでの労災補償制度の議論に欠けていた新たな視点を提示しようとしている。 

本論文は序論、第 1 編アメリカ法、第 2 編台湾法、第 3 編日本法、第 4 編総括からなる。 

序論は、ストレス性疾患の概念と特徴、本論文の問題関心を簡略に提示し、各国の労災補償と民事損

害賠償の関係を二者択一主義、併存主義、単一救済主義に整理する。そして、比較対象国として、日本

と同様の併存主義を採るが、ストレス性疾患の労働災害としての救済が極めて限定的な台湾、そして、

日本と異なる単一救済主義を採るアメリカの州法の中で、ストレス性疾患の労災申請件数が多く、かつ、

対照的な制度を持つニューヨーク州とカリフォルニア州を取り上げている。 

第 1 編アメリカ法では、アメリカの州法を中心とする労災補償制度一般とストレス性疾患に対する労

災補償制度の適用を概観し、労災補償の対象を「事故性傷病」と「職業病」に限定するニューヨーク

州と、そうした限定を置かず、労災補償の対象を、「雇用から生じたすべての損傷または疾病」と広く

定義するカリフォルニア州について検討する。ニューヨーク州では、ストレス性疾患は、制定法上

の職業病リストの列挙疾病に該当せず、また「特定の職業に特有の疾病」と解されている職業病リ

ストの一般条項による個別立証も困難であるため、事故性傷病としての救済が志向されている。事

故性が認めにくいストレス性疾患に対しては、解釈により事故の概念を緩めて救済の拡大を図って

きたが、結果として労災申請が急増し保険財政を圧迫したため、1990 年の法改正により、適法な人

事決定の直接の結果によるストレス性疾患は労災補償の対象から外すこととなった。他方、カリフ

ォルニア州では、雇用から生じたすべての疾病を広く労災補償の対象とする法制を採用しているため、

ストレス性疾患は、ニューヨーク州と異なり、職業病や事故性疾病に該当することの立証は必要なく、

業務との因果関係があれば補償対象となる。その結果、詐病も加わり、1980 年代に、外傷が介在しな

いストレス性疾患についての労災申請が増加することとなった。これは保険契約締結が強制される州基

金の財政悪化を招き、1980 年末から 1990 年代にかけて、ストレス性疾患に対する労災補償を制限する



法改正（因果関係認定基準の厳格化、事故性以外は勤続 6 ヶ月以上を補償要件、適法な人事措置による

精神疾患の補償除外等）が行われた。 

また、アメリカの両州で行政により労災認定基準が策定されていないのは、米国の労災補償制度が、

基本的に民間保険類似の性格であり、労災認定の第一次的判断者が使用者ないし保険会社であるためと

考えられること、そして、別途使用者に対する民事損害賠償請求を原則として認めない単一救済主義を

採用する両州では、ストレス性疾患について、労災補償制度の枠内で救済すべく、緩やかな労災認定を

行う傾向がみられたが、これが特に保険契約締結が強制される州基金財政を圧迫し、結果としてストレ

ス性疾患の救済範囲を制限する法改正に繋がったという分析を加え、労災補償制度の健全な運営の視点

の重要性を指摘する。 

第 2編台湾法では、日本と同様、労災補償と民事損害賠償の双方を認める併存主義が採られているが、

労災保険制度（労保条例）の給付水準が低いために、これを補完する形で使用者に対する労基法上の労

災補償を求める民事訴訟が提起され、同時に、民事損害賠償も請求されるという複雑な状況が見られる。

次に、ストレス性疾患については、職業病種類表に記載があるものはそれによるが、記載のない急性脳

心疾患等は行政院労工委員会の定める傷病審査準則の職業病みなしに該当するか否かによる。現在の実

務は、急性脳心疾患が仕事現場で発生したことを要件としており、その業務起因性を容易には認めない。

労災民訴については労災認定とは別個の判断ではあるが、労災の業務起因性が認められにくいことが民

事損害賠償の因果関係判断にも影響し、ストレス性疾患についての損害賠償責任も認められにくくなっ

ていると推測している。 

 第 3 編日本法では、まず、労基法上の労災補償、労災保険法上の労災補償、民事損害賠償という

三つの救済ルートからなる制度を概観する。日本の労災補償制度は事故性を要求しておらず「業務

上」の負傷・疾病であれば労災補償の対象となることから、ストレス性疾患も業務起因性により判

断されるが、非事故性疾病の場合、職業病リストの一般条項である労基則別表第 1 の２第 9 号の「そ

の他業務に起因することの明らかな疾病」に該当するかどうかが問題となる。この業務起因性判断

について国は統一的認定基準を策定し、労災保険制度の健全な運営をコントロールしている。しか

し、行政の労災給付不支給処分を取り消す司法判断により、認定基準を緩和する見直しが繰り返さ

れてきており、これは制度の健全性確保の観点から慎重に検討すべき点があるとする。また、併存

主義を採り、労災補償に加えて労災民訴が可能な日本では、両者が相乗効果を持って被災者の救済

を拡げる現象が見られる。すなわち、労災民訴では過失相殺法理により損害額の調整が可能である

ため、因果関係については比較的緩やかに認定して損害賠償を認め、そのことが不支給処分の取消

訴訟の業務起因性にも事実上影響し、逆に先に労災認定がなされた事案では、労災民訴でも因果関

係判断が容易に認められる等の影響が生じている可能性があるとする。 

以上の比較法的分析に基づき、第 4 編総括では、労災の定義と労災認定の関係、労災制度と行政

解釈による統一的労災認定基準の存否の関係および労災補償の範囲を画する上での認定基準の存在

の意義、特に、認定基準の存しないアメリカで保険契約の締結強制義務が課された州基金がそうで

はない民間保険会社と競合する中で、保険契約締結強制の受皿となっていき、保険財政悪化問題が

集約的に顕在化し、法改正による救済限定に至るメカニズムを分析し、最後に、単一救済主義・併

存主義という制度枠組みの長所・短所をまとめている。 

 

以上が本論文の要旨である。 

 



本論文の長所としては次の点が挙げられる。 

第一に、事故性災害や職業病という伝統的労災とは異なるストレス性疾患という現代的労災問題を初

めて正面から本格的研究対象とした点、業務上からも業務外からも生じるため労災認定に困難が伴うス

トレス性疾患に着目したことにより、労災補償制度を持続可能な制度とするための基本的視点を提供し

た点に本論文の特筆すべきオリジナリティが認められる。すなわち、アメリカの二州においても日本に

おいても、ストレス性疾患に罹患した労働者の救済のために労災認定が緩和される傾向が見られたが、

アメリカではそれが保険財政の危機を招き、逆に法改正により救済を限定することとなったことを詳細

な分析に基づいて明らかにしている。日本では、どちらかといえば被災労働者の救済の充実のみを志向

した議論が展開されてきたが、本論文は、労災補償制度を被災労働者救済の視点と同時に、持続可能な

制度として維持するために必要な労災認定の適切なコントロールという視点の重要性を、詳細な比較法

研究を踏まえて正面から提起した初めての研究であり、今後の労災補償制度の議論に重要な貢献をなし

たと言える。 

第二に、これまで十分検討されてこなかったニューヨーク州、カリフォルニア州、そして台湾の労災

補償と損害賠償問題をストレス性疾患に焦点を当てて検討した詳細な研究自体、労災補償法の比較法研

究として学界への重要な寄与を為すものといえる。とりわけ、制度およびその運用実態が文献では必ず

しも明らかでなかったアメリカについては、現地に赴いて各州の労災補償委員会の審査官にインタビュ

ーを行うなどして、制度の運用実態や雇用システムとの関係を踏まえた検討を行っていること、そして、

使用者に州基金、民間保険、自己保険のいずれかを強制するアメリカの保険強制による労災保険制度が、

最終的に保険契約締結義務の課された州基金によって担保されており、その財政破綻は労災保険制度の

破綻をもたらすこと、これを防止するために法改正により労災補償を制限する方策が採られた等の分析

は、これまでに明らかにされてこなかった貴重な研究成果といえる。 

第三に、アメリカの二州と台湾、日本という異なる内容を持った労災補償制度を 4 つの一貫した分析

視角（①労災の定義とストレス性疾患の特色、②行政解釈の位置づけと機能、③単一救済主義・併存主

義という制度枠組み、そして④労災補償制度と労災民訴との相互作用）を立て、機能的に比較分析する

ことにより、それぞれの特徴ある労災救済制度の特質そして制度展開の意義を明らかにすることに成功

している点も本論文の長所といえる。 

もっとも本論文にもさらに改善すべきと思われる点がないではない。 

第一に、各国法の検討は詳細で、それ自体資料的価値があるとはいえ、本論文の分析視角との関係で

は、やや冗長にわたり、さらに整理できたのではないかとの印象を与える部分がある。 

第二に、労災補償制度が被災労働者の救済と制度の健全性確保の適切なバランスをとるための方策に

ついて、各国の分析の過程でいくつかの言及はあるものの、全体としてどのような制度設計が望ましい

のかという具体的な提案は今後の課題として残されている。 

以上のように改善すべき点がないわけではないが、これらは本論文の価値を大きく損なうものではな

い。以上から、本論文は、その筆者が自立した研究者としての高度な研究能力を有することを示すもの

であることはもとより、学界の発展に大きく貢献する特に優秀な論文であり、本論文は博士（法学）の

学位を授与するにふさわしいと判定する。 

 


